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受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申
し上げます。

さて、「新経済大国日本」は、このたび、
第₃₀期の決算を行ないました。

ここに、期中の運用状況をご報告申し上げ
ます。

今後とも一層のお引立てを賜りますよう、
お願い申し上げます。

<1073>

新経済大国日本

★当ファンドの仕組みは次の通りです。
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式

信 託 期 間 無期限

運 用 方 針 信託財産の成長をめざして運用を行ないま
す。

主要投資対象 わが国の金融商品取引所上場株式および店
頭登録株式

運 用 方 法

①グローバルな大競争時代を勝ち抜き、経
済大国日本復活への推進力となることが期
待される企業の株式を中心に投資します。
②銘柄毎の投資額、銘柄入替えのタイミン
グ等は、投資環境等に応じて決定します。
③株式の組入比率は、通常の状態で信託財
産の純資産総額の₈₀％程度以上とすること
を基本とします。
④運用にあたっては、現物株式への投資を
基本としますが、市況動向、資産規模等に
よっては、わが国の株価指数先物取引等を
利用することがあります。
⑤株式以外の資産への投資は、原則として
信託財産総額の₅₀％以下とします。

株式組入制限 無制限

分 配 方 針

分配対象額は、経費控除後の配当等収益と
売買益（評価益を含みます。）等とし、原則
として、基準価額の水準等を勘案して分配
金額を決定します。ただし、分配対象額が
少額の場合には、分配を行なわないことが
あります。



新経済大国日本

■最近 5 期の運用実績

決　　算　　期
基 準 価 額 T O P I X

株　　式
組入比率

株　　式
先物比率

純資産
総　額（分配落） 税込み

分配金
期　中
騰落率 （参考指数） 期　中

騰落率
円 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

26期末（2013年 ₂ 月25日） ₇, ₄₄₂ ₆₀ ₃₇. ₇ ₉₈₀. ₇₀ ₂₉. ₅ ₉₇. ₉ ― ₂, ₇₂₃
27期末（2013年 ₈ 月26日） ₉, ₁₀₉ ₇₀ ₂₃. ₃ ₁, ₁₄₀. ₀₀ ₁₆. ₂ ₉₈. ₂ ― ₃, ₅₃₀
28期末（2014年 ₂ 月24日） ₁₀, ₀₇₂ ₆₀ ₁₁. ₂ ₁, ₂₁₉. ₀₇ ₆. ₉ ₉₈. ₇ ― ₃, ₅₆₇
29期末（2014年 ₈ 月25日） ₁₀, ₆₆₉ ₂₅₀ ₈. ₄ ₁, ₂₉₁. ₃₁ ₅. ₉ ₉₈. ₅ ― ₃, ₄₆₄
30期末（2015年 ₂ 月24日） ₁₁, ₂₅₁ ₁₅₀ ₆. ₉ ₁, ₅₀₈. ₂₈ ₁₆. ₈ ₉₈. ₇ ― ₃, ₂₈₃

（注 ₁ ）基準価額の騰落率は分配金込み。
（注 ₂ ）株式先物比率は買建比率－売建比率です。

■当期中の基準価額と市況の推移
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（注）期末の基準価額は分配金込みです。
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新経済大国日本

《運用経過》

◆基準価額等の推移について
【基準価額・騰落率】

期首：₁₀, ₆₆₉円　期末：₁₁, ₂₅₁円（分配金₁₅₀円）　騰落率：₆. ₉％（分配金込み）
【基準価額の主な変動要因】

国内株式市況が、₂₀₁₄年₁₀月に一時大きく調整したものの、その後は日銀の追加緩和などもあり急速に反転上昇したこと
により、基準価額は値上がりしました。

◆投資環境について
○国内株式市況

国内株式市況は、期首より、企業業績の改善、コーポレートガバナンス（企業統治）改革への期待、円安の進行などに
より上昇しました。₂₀₁₄年 ₉ 月下旬から₁₀月中旬にかけては、世界経済の先行き不透明感の高まり、エボラ出血熱の感染
拡大への懸念、 ₂ 大臣辞任による国内政治不安などが重なり、株価は下落しました。₁₀月下旬からは、日銀による予想外
の追加金融緩和、ＧＰＩＦ（年金積立金管理運用独立行政法人）の国内株式運用比率の引上げ決定などを受け、株価は急
速に上昇しました。₁₂月には、原油価格の急落から一時的に金融市場全般が不安定となりましたが、ＦＲＢ（米国連邦準
備制度理事会）が金融政策の正常化に慎重な姿勢を示すと、市場は落ち着きを取り戻しました。₂₀₁₅年に入ると、世界的
な金利低下が顕著になりマクロ懸念から株価は一時調整しましたが、金利の反転とともに株価も切返して期末を迎えまし
た。

年　　月　　日
基 準 価 額 T O P I X 株　　式

組入比率
株　　式
先物比率騰 落 率 （参考指数） 騰 落 率

円 ％ ％ ％ ％
（期首）₂₀₁₄年 ₈ 月₂₅日 ₁₀, ₆₆₉ ― ₁, ₂₉₁. ₃₁ ― ₉₈. ₅ ―

₈ 月末 ₁₀, ₇₁₂ ₀. ₄ ₁, ₂₇₇. ₉₇ △ ₁. ₀ ₉₈. ₃ ―
₉ 月末 ₁₁, ₀₆₂ ₃. ₇ ₁, ₃₂₆. ₂₉ ₂. ₇ ₉₈. ₆ ―
₁₀月末 ₁₀, ₈₃₉ ₁. ₆ ₁, ₃₃₃. ₆₄ ₃. ₃ ₉₈. ₁ ―
₁₁月末 ₁₁, ₃₂₂ ₆. ₁ ₁, ₄₁₀. ₃₄ ₉. ₂ ₉₈. ₃ ―
₁₂月末 ₁₁, ₂₂₄ ₅. ₂ ₁, ₄₀₇. ₅₁ ₉. ₀ ₉₈. ₈ ―

₂₀₁₅年 ₁ 月末 ₁₁, ₀₅₃ ₃. ₆ ₁, ₄₁₅. ₀₇ ₉. ₆ ₉₆. ₅ ―
（期末）₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日 ₁₁, ₄₀₁ ₆. ₉ ₁, ₅₀₈. ₂₈ ₁₆. ₈ ₉₈. ₇ ―

（注）期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。
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新経済大国日本

◆前期における「今後の運用方針」

・株式組入比率
基本的には現状の高位組入れを維持する方針です。ただし、リスクシナリオの顕在化などで株式市況が大きく変動す

る局面では、一時的に組入比率を引下げるなど機動的に対応していく方針です。
・ポートフォリオ

基本的には、内外企業と比較した競争力や業績動向、バリュエーションを主な基準にした銘柄選別姿勢を継続してい
く方針で、短期的には現状から業種構成を大きく変える計画はありません。ただし、株価変動や外部環境の変化などに
より各業種の魅力度が大きく変化したときには、大胆かつ積極的に業種構成を変更していきたいと考えております。

◆ポートフォリオについて
・株式組入比率は、期を通して₉₀％以上で推移させました。
・業種構成は、円安や原油安により業績改善が期待される化学や、株価下落で割安感の出てきた銀行業などの比率を引上げ

ました。一方、好業績が株価に織り込まれて上値が重くなった建設業や、税制改革の議論浮上で中期的な業績の不透明感
が強まったその他金融業の比率を引下げました。

・個別銘柄では、業績見通しや株価指標などを総合的に勘案してトヨタ自動車、野村ホールディングス、ソニー、楽天など
の組入比率を引上げました。一方、セイコーエプソン、コロプラ、バンダイナムコＨＬＤＧＳなどを売却しました。

◆ベンチマークとの差異について
当ファンドは運用の評価または目標基準となるベンチマークを設けておりません。
以下のグラフは、当ファンドの基準価額と参考指数との騰落率の対比です。
参考指数（ＴＯＰＩＸ）の騰落率は₁₆. ₈％となりました。一方、当ファンドの騰落率は₆. ₉％となりました。ＴＯＰＩＸ

の騰落率を上回った陸運業をアンダーウエートとしていたことや、ＴＯＰＩＸの騰落率を下回った建設業をオーバーウエー
トとしていたことなどがマイナス要因となりました。個別銘柄では、ラオックス、象印マホービン、サイバーエージェント
などがプラスに寄与しましたが、コロプラ、ミクシィ、福島工業などがマイナス要因となりました。

（％）
18. 0
16. 0
14. 0
12. 0
10. 0
8. 0
6. 0
4. 0
2. 0
0. 0

当　期
（2014. 8. 25～2015. 2. 24）

基準価額
ＴＯＰＩＸ
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◆分配金について
【収益分配金】

当期の ₁ 万口当り分配金（税込み）は₁₅₀円といたしました。

■分配原資の内訳（ 1 万口当り）

項 目
当 期

₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日
～₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日

当 期 分 配 金 （ 税 込 み ） （円） ₁₅₀
対 基 準 価 額 比 率 （％） ₁. ₃₂
当 期 の 収 益 （円） ₁₅₀
当 期 の 収 益 以 外 （円） ―

翌 期 繰 越 分 配 対 象 額 （円） ₄, ₁₇₁
（注 ₁ ） 「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控除後の有価

証券売買等損益」から分配に充当した金額です。また、「当期の収益以外」
は「収益調整金」および「分配準備積立金」から分配に充当した金額です。

（注 ₂ ） 円未満は切捨てており、当期の収益と当期の収益以外の合計が当期分配金
（税込み）に合致しない場合があります。

（注 ₃ ） 当期分配金の対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分
配金込み）に対する比率で、ファンドの収益率とは異なります。

【決定根拠、留保益の今後の運用方針】
収益分配金の決定根拠は下記の「収益分配金の計算過程（ ₁ 万口当り）」をご参照ください。
なお、留保益につきましては、運用方針に基づき運用させていただきます。

■収益分配金の計算過程（ 1 万口当り）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₅₉. ₇₁円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₆₆₉. ₂₄
（ｃ）収 益 調 整 金 ₁, ₇₃₀. ₂₀
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₁, ₈₆₁. ₉₇
（ｅ）当期分配対象額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₄, ₃₂₁. ₁₃
（ｆ）分 配 金 ₁₅₀. ₀₀
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ ｅ － ｆ ） ₄, ₁₇₁. ₁₃
（注）下線を付した該当項目から分配金を計上しています。

《今後の運用方針》

　株式組入比率については、基本的には現状の高位組入れを維持する方針です。ただし、リスクシナリオの顕在化などで株式
市況が大きく変動する局面では、一時的に組入比率を引下げるなど機動的に対応していく方針です。引続き、内外企業と比較
した競争力や業績動向、バリュエーションを主な基準にした銘柄選別姿勢をもって運用していきますが、株価変動や外部環境
の変化などにより各業種の魅力度が大きく変化したときには、大胆かつ積極的に業種構成を変更していきたいと考えておりま
す。
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新経済大国日本

■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合
（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日まで）

項 目 当 期
（ａ）期 中 の 株 式 売 買 金 額 ₁₁, ₀₀₄, ₀₁₄千円 

（ｂ）期中の平均組入株式時価総額 ₃, ₃₄₈, ₉₉₇千円 

（ｃ）売 買 高 比 率 （ａ）／（ｂ） ₃. ₂₈ 
（注 ₁ ）（b）は各月末現在の組入株式時価総額の平均。
（注 ₂ ）単位未満は切捨て。

■売買および取引の状況
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日まで）
買　　　　付 売　　　　付

株 数 金 額 株 数 金 額

国 内
千株 千円 千株 千円

₄, ₅₅₈. ₃ ₅, ₂₉₉, ₄₆₈ ₅, ₇₆₇. ₁ ₅, ₇₀₄, ₅₄₅ 
（△ ₃₉. ₈） （ ―） 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ） （　）内は株式分割、合併等による増減分で、上段の数字には含まれており

ません。
（注 ₃ ）金額の単位未満は切捨て。

■主要な売買銘柄
株　　　　式

（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日まで）
当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期

買　　　　　　　　　　　付 売　　　　　　　　　　　付
銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価 銘　　　　　柄 株　数 金　額 平均単価

千株 千円 円 千株 千円 円
トヨタ自動車 ₂₅ ₁₇₁, ₃₃₄ ₆, ₈₅₃  ソフトバンク ₂₂ ₁₅₉, ₉₆₆ ₇, ₂₇₁ 
日本電信電話 ₂₃ ₁₆₄, ₃₈₂ ₇, ₁₄₇  ラオックス ₇₉₀ ₁₄₃, ₄₄₇ ₁₈₁ 
野村ホールディングス ₁₇₀ ₁₁₅, ₀₂₈ ₆₇₆  セイコーエプソン ₂₄ ₁₂₆, ₆₀₆ ₅, ₂₇₅ 
ソフトバンク ₁₅ ₁₁₄, ₅₂₇ ₇, ₆₃₅  ミクシィ ₂₁. ₅ ₁₀₁, ₆₄₉ ₄, ₇₂₇ 
ファーストリテイリング ₂. ₄ ₁₀₆, ₈₃₉ ₄₄, ₅₁₆  オリックス ₆₁ ₈₈, ₄₀₄ ₁, ₄₄₉ 
ＫＤＤＩ ₁₅ ₁₀₂, ₉₉₉ ₆, ₈₆₆  象印マホービン ₁₂₀ ₈₄, ₇₀₀ ₇₀₅ 
三井住友フィナンシャル G ₂₄ ₁₀₀, ₆₉₅ ₄, ₁₉₅  ファーストリテイリング ₁. ₉ ₈₁, ₇₇₈ ₄₃, ₀₄₁ 
三菱 UFJ フィナンシャル G ₁₄₀ ₉₂, ₁₂₆ ₆₅₈  日本電信電話 ₁₁ ₇₇, ₅₅₄ ₇, ₀₅₀ 
ミクシィ ₁₇ ₉₀, ₀₄₅ ₅, ₂₉₆  トヨタ自動車 ₁₃ ₇₆, ₄₆₆ ₅, ₈₈₂ 
ラオックス ₄₉₀ ₈₉, ₇₉₅ ₁₈₃  コロプラ ₂₃ ₇₄, ₈₈₉ ₃, ₂₅₆ 

（注 ₁ ）金額は受渡し代金。
（注 ₂ ）金額の単位未満は切捨て。

■ 1 万口当りの費用の明細

項　　　目
当期

項　　目　　の　　概　　要（₂₀₁₄. ₈. ₂₆～₂₀₁₅. ₂. ₂₄）
金　額 比　率

信託報酬  ₈₉円 ₀. ₈₁₆％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
　　　　　期中の平均基準価額（月末値の平均値）は₁₀, ₉₂₃円です。

（投信会社）  （₄₁）  （₀. ₃₇₆） 投信会社分は、ファンドの運用と調査、受託銀行への運用指図、基準価額の計算、目論見書・運用報告書の作成等の対価
（販売会社）  （₄₂）  （₀. ₃₈₆） 販売会社分は、運用報告書等各種書類の送付、口座内での各ファンドの管理、購入後の情報提供等の対価
（受託銀行）  （₆）  （₀. ₀₅₄） 受託銀行分は、運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

売買委託手数料  ₅₂   ₀. ₄₇₈   売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権総口数 
売買委託手数料は、有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料

（株式）  （₅₂）  （₀. ₄₇₈） 

有価証券取引税  ― ― 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数 
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

その他費用  ₀   ₀. ₀₀₃   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
（監査費用）  （₀）  （₀. ₀₀₃） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用
合　　　　計  ₁₄₂   ₁. ₂₉₆  

（注 ₁ ）期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は追加、解約によって受益権口数に変動があるため、項目の概要の簡便法により算出した結果です。  
（注 ₂ ）金額欄は各項目ごとに円未満を四捨五入してあります。   
（注 ₃ ）比率欄は ₁ 万口当りのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。   
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■利害関係人との取引状況
（1）期中の利害関係人との取引状況

（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日まで）
決 算 期 当 期

区 分 買付額等
A

う ち 利 害
関係人との
取引状況 B

B/A 売付額等
C

う ち 利 害
関係人との
取引状況 D

D/C

百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
株 式 ₅, ₂₉₉ ₂, ₃₄₄ ₄₄. ₂ ₅, ₇₀₄ ₂, ₀₄₅ ₃₅. ₉ 

コール・ローン ₉, ₃₄₉ ― ― ― ― ― 

（2） 期中の売買委託手数料総額に対する利害関係人への支
払比率

（₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日から₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日まで）
項 目 当 期

売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） ₁₆, ₁₅₂千円 

うち利害関係人への支払額（Ｂ） ₇, ₇₅₈千円 

（Ｂ）／（Ａ） ₄₈. ₀％

※ 利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第₁₁条第 ₁ 項に規定される
利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害関係人とは、大和証券で
す。

■組入資産明細表
国 内 株 式

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
水産・農林業（―）

日本水産 ₄₀ ― ―
建設業（4． 2％）

ウエストホールディングス ₅. ₄ ― ―
安藤・間 ₄₅ ₃₀ ₂₁, ₁₅₀
コムシスホールディングス ₁₂ ― ―
三井住建道路 ₅₀ ― ―
飛島建設 ₉₀ ― ―
長谷工コーポレーシヨン ― ₃₀ ₃₃, ₅₄₀
不動テトラ ₇₀ ― ―
大末建設 ₆. ₄ ― ―
西松建設 ₄₅ ― ―
大豊建設 ₄₀ ― ―
大和小田急建設 ― ₂₅ ₂₃, ₀₂₅
熊谷組 ₈₀ ― ―
大東建託 ₂. ₅ ― ―
ＮＩＰＰＯ ₁₅ ― ―
前田道路 ₁₀ ― ―
日本道路 ₂₀ ― ―
若築建設 ₁₁₀ ― ―
大和ハウス ₇ ₁₃ ₃₀, ₆₀₂
ライト工業 ₁₉ ― ―
積水ハウス ― ₁₁ ₁₇, ₈₅₈
ヤマト ― ₂₅ ₁₁, ₁₀₀

食料品（1． 1％）
柿安本店 ₇ ― ―
アサヒグループホールディン ― ₄ ₁₄, ₈₈₆
日本たばこ産業 ― ₆ ₂₁, ₉₃₃

繊維製品（0． ₉％）
東レ ― ₂₈ ₂₇, ₉₄₄

化学（₈． 5％）
クラレ ― ₉ ₁₃, ₇₇₀
旭化成 ― ₁₆ ₁₉, ₄₇₂
東ソー ₂₀ ₃₃ ₁₈, ₄₄₇
関東電化 ₃₀ ― ―
電気化学 ― ₄₀ ₁₈, ₃₂₀
エア・ウォーター ― ₇ ₁₄, ₃₀₁
本州化学 ₁₉ ₁₀ ₉, ₉₇₀
ダイセル ₁₈ ₁₈ ₂₈, ₀₉₈
積水化学 ― ₁₆ ₂₄, ₀₈₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
リケンテクノス ₂₄ ― ―
花王 ― ₅ ₂₆, ₃₁₅
日本特殊塗料 ₄. ₇ ― ―
富士フイルム HLDGS ― ₆ ₂₄, ₆₆₀
ドクターシーラボ ― ₅ ₂₀, ₆₇₅
アグロカネショウ ₅ ― ―
メック ₁₃ ― ―
日東電工 ― ₃ ₂₂, ₅₃₃
信越ポリマー ₂₀ ₂₃ ₁₃, ₁₇₉
ニフコ ― ₅ ₂₀, ₁₅₀
ユニ・チヤ―ム ₂ ― ―

医薬品（2． 2％）
塩野義製薬 ― ₅ ₁₇, ₃₇₅
あすか製薬 ₁₆ ― ―
日本新薬 ₅ ₄ ₁₅, ₆₀₀
沢井製薬 ― ₂. ₅ ₁₉, ₅₇₅
免疫生物研究所 ― ₃. ₃ ₃, ₆₇₉
大幸薬品 ― ₈ ₁₆, ₁₂₈

ゴム製品（1． 1％）
ブリヂストン ― ₆ ₂₇, ₇₂₃
櫻護謨 ₃ ― ―
相模ゴム ― ₁₈ ₉, ₀₀₀

ガラス・土石製品（0． 5％）
日本コンクリ―ト ₁₂ ― ―
ジャパンパイル ₂₂ ― ―
ゼニス羽田 HOLD ₂₅ ― ―
日本碍子 ₆ ₇ ₁₆, ₄₀₁

鉄鋼（0． ₆％）
日立金属 ₁₆ ₁₀ ₁₉, ₁₀₀
日本金属 ₉₀ ― ―

非鉄金属（0． 4％）
東邦亜鉛 ₂₀ ― ―
DOWA ホールディングス ₁₀ ― ―
古河機金 ₆₀ ₆₀ ₁₂, ₄₈₀
ＵＡＣＪ ₃₀ ― ―
住友電工 ₁₈ ― ―
フジクラ ₁₅ ― ―
日本電線工業 ₂₀ ― ―

金属製品（1． 4％）
サンコーテクノ ₁₉. ₇ ₂₁. ₄ ₂₉, ₁₈₉

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
横河ブリッジ HLDGS ₇ ― ―
三和ホールディングス ₁₈ ₂₀ ₁₆, ₈₂₀
アドバネクス ₃₂ ― ―

機械（7． 4％）
タクマ ― ₂₅ ₂₃, ₉₅₀
オークマ ― ₁₂ ₁₃, ₉₅₆
アイダエンジニア ₁₄ ₁₄ ₁₈, ₈₃₀
牧野フライス ₂₀ ₁₀ ₁₀, ₂₈₀
DMG 森精機 ― ₁₀ ₁₇, ₂₁₀
ディスコ ― ₁. ₅ ₁₅, ₆₀₀
ＳＭＣ ― ₀. ₆ ₁₉, ₈₃₀
ホソカワミクロン ₂₇ ― ―
日精エーエスビー ₆. ₅ ― ―
サト―ホールディングス ₃ ― ―
日精樹脂工業 ― ₉ ₁₂, ₃₃₀
クボタ ― ₁₇ ₃₂, ₈₁₀
タカトリ ₁₇. ₆ ― ―
北越工業 ₁₄ ― ―
大同工業 ₅₀ ― ―
ダイフク ₁₂ ₁₇ ₂₅, ₀₄₁
加藤製作所 ₃₉ ― ―
タダノ ₁₈ ― ―
兼松エンジニアリング ₁₆. ₄ ₁₀ ₈, ₉₅₀
フジテック ₁₅ ― ―
ＣＫＤ ₂₂ ― ―
中野冷機 ₄. ₉ ― ―
福島工業 ₃₂ ₁₀ ₁₆, ₈₈₀
ＪＵＫＩ ₉₀ ₅₅ ₂₃, ₂₁₀
セガサミーホールディングス ₇ ― ―

電気機器（1₆． 0％）
ミネベア ― ₁₄ ₂₅, ₇₀₄
日立 ₃₆ ― ―
三菱電機 ₂₀ ― ―
富士電機 ₃₅ ₂₀ ₁₁, ₀₄₀
日本電産 ₄. ₄ ₃ ₂₄, ₅₅₈
ダブル・スコープ ₁₂. ₄ ― ―
ダイヘン ― ₄₀ ₂₃, ₈₄₀
田淵電機 ₁₇ ― ―
ＳＥＭＩＴＥＣ ₅. ₃ ― ―
ミマキエンジニアリング ₁₀ ― ―

6



新経済大国日本

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
コンテック ₃ ― ―
エスケーエレクトロニクス ― ₂ ₂, ₉₁₈
富士通 ― ₈₀ ₅₈, ₁₄₄
沖電気 ₈₀ ₇₀ ₁₈, ₂₀₀
エイアンドティー ₁₃. ₇ ― ―
セイコーエプソン ₁₆. ₅ ― ―
ジャパンディスプレイ ― ₂₅ ₁₂, ₅₂₅
富士通ゼネラル ₁₉ ― ―
ソニー ― ₂₂ ₇₂, ₀₇₂
ＴＤＫ ― ₃ ₂₄, ₂₇₀
アルプス電気 ₁₁ ₇ ₁₈, ₅₆₄
日本航空電子 ₁₂ ― ―
古野電気 ₁₆ ― ―
リオン ₇. ₂ ― ―
新電元工業 ₂₅ ― ―
共和電業 ₃₅ ― ―
シスメックス ― ₅ ₃₀, ₉₀₀
日本フェンオール ₁₁ ― ―
OBARA GROUP ₆ ― ―
オプテックス ₄ ₁₁ ₂₃, ₁₇₇
山一電機 ₂₀ ₁₆ ₁₄, ₈₁₆
図研 ― ₉ ₉, ₇₄₇
カシオ ₁₀ ₁₄ ₂₉, ₂₆₀
ファナック ― ₁. ₈ ₄₁, ₃₀₁
浜松ホトニクス ― ₃ ₂₀, ₂₅₀
村田製作所 ₃. ₁ ₂. ₈ ₃₈, ₅₈₄
象印マホービン ₁₀₅ ₂₅ ₂₀, ₁₀₀

輸送用機器（7． ₉％）
トヨタ自動車 ₆ ₁₈ ₁₄₇, ₆₁₈
日野自動車 ― ₁₀ ₁₇, ₃₇₀
三菱自動車工業 ₁₂ ― ―
大同メタル工業 ₁₀ ― ―
マツダ ₂₀ ₈ ₂₀, ₃₉₂
スズキ ₁₀ ― ―
富士重工業 ₁₆ ₁₀ ₄₀, ₉₉₀
ヤマハ発動機 ― ₁₁ ₃₀, ₀₀₈

精密機器（3． 3％）
川澄化学工業 ₇. ₁ ― ―
国際計測器 ₁₃ ― ―
トプコン ₁₁ ₁₀ ₂₅, ₂₀₀
オリンパス ₁₁ ― ―
ＨＯＹＡ ― ₆ ₂₉, ₁₀₀
朝日インテック ₄. ₆ ₅. ₁ ₃₆, ₇₇₁
大研医器 ― ₁₃. ₆ ₁₅, ₆₈₀
CYBERDYNE ₆ ― ―

その他製品（0． ₉％）
ブロッコリー ― ₁₄ ₁₀, ₀₁₀
バンダイナムコ HLDGS ₂₀ ― ―
イトーキ ― ₂₆ ₁₈, ₇₂₀
岡村製作所 ₁₅ ― ―

電気・ガス業（1． 2％）
電源開発 ― ₄ ₁₆, ₅₂₀
ファーストエスコ ₁₉ ― ―
東京瓦斯 ― ₃₀ ₂₁, ₉₄₅

陸運業（―）
SBS ホールディングス ₁₇ ― ―

海運業（0． 5％）
日本郵船 ― ₅₀ ₁₇, ₆₅₀

空運業（0． 5％）
日本航空 ₃. ₅ ― ―
スターフライヤー ― ₈ ₁₇, ₄₇₂

倉庫・運輸関連業（0． 4％）
トランコム ― ₂. ₅ ₁₂, ₇₅₀

情報・通信業（11． 7％）
三菱総合研究所 ₅. ₆ ― ―

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
パピレス ₄. ₆ ― ―
エイチーム ― ₂. ₅ ₁₃, ₀₂₅
コロプラ ₁₅ ― ―
ハーツユナイテッドグループ ₈. ₅ ― ―
ソフトウェア・サービス ₄ ― ―
セック ― ₁. ₅ ₆, ₃₃₇
豆蔵ホールディングス ₁₃. ₆ ― ―
ガンホー・オンライン・エンター ₁₅ ― ―
インターネットイニシアティブ ― ₇ ₁₆, ₁₀₀
ヴィンクス ₅. ₉ ₈ ₇, ₈₁₆
ビーエスピー ₄. ₄ ₈. ₈ ₁₂, ₄₆₉
ＣＥホールディングス ₆ ― ―
CAC HOLDINGS ₁₅ ― ―
伊藤忠テクノソリュー ₄ ― ―
デジタルガレージ ₈ ₄ ₇, ₅₃₆
ＪＦＥシステムズ ₆. ₇ ₆. ₇ ₈, ₇₄₃
ＷＯＷＯＷ ― ₈ ₄₉, ₈₄₀
マーベラス ₂₂ ― ―
エイベックス・グループ HD ― ₁₅ ₂₉, ₆₇₀
日本ＢＳ放送 ₅ ― ―
日本電信電話 ― ₁₂ ₈₉, ₁₆₀
ＫＤＤＩ ― ₅ ₄₂, ₀₉₅
ＮＴＴドコモ ― ₁₇ ₃₆, ₅₀₇
エムティーアイ ₁₅ ― ―
スクウェア・エニックス・HD ₁₀ ― ―
シーイーシー ₈. ₇ ― ―
アイ・エス・ビー ₅ ― ―
日本システムウエア ₁₂. ₅ ₁₆. ₂ ₁₅, ₇₉₅
コナミ ₃ ₁₀ ₂₃, ₆₈₀
ソフトバンク ₁₀ ₃ ₂₁, ₃₁₅

卸売業（4． 4％）
エレマテック ― ₄ ₁₁, ₀₄₈
アルコニックス ₁₀ ― ―
クリヤマホールディングス ₆ ₇ ₈, ₇₂₉
ナ・デックス ₁₃ ₁₃ ₁₁, ₀₃₇
萩原電気 ― ₈. ₂ ₁₅, ₃₆₆
アイナボホールディングス ₁₆ ― ―
ハピネット ₁₅ ― ―
三井物産 ― ₂₃ ₃₇, ₃₇₅
三菱商事 ― ₁₈ ₄₂, ₅₃₄
サンリオ ― ₅ ₁₇, ₂₅₀
日鉄住金物産 ₄₀ ― ―
ジェコス ₁₈ ― ―

小売業（2． 2％）
ブロッコリー ₂₅ ― ―
ダイヤモンドダイニング ― ₁. ₆ ₆, ₉₆₀
ゴルフダイジェスト・オン ― ₂₅ ₁₀, ₁₇₅
セブン & アイ・HLDGS ₅ ― ―
コジマ ― ₅₀ ₁₇, ₃₀₀
ユナイテッドアローズ ― ₃ ₁₀, ₉₈₀
ラオックス ₃₀₀ ― ―
マルキョウ ― ₃ ₂, ₂₈₉
ファーストリテイリング ― ₀. ₅ ₂₂, ₆₅₀

銀行業（7． 3％）
三菱 UFJ フィナンシャル G ₅₀ ₁₄₀ ₁₀₅, ₂₉₄
りそなホールディングス ― ₄₀ ₂₆, ₇₉₂
三井住友フィナンシャル G ₁₀ ₁₉ ₈₇, ₆₀₉
セブン銀行 ― ₃₀ ₁₇, ₇₃₀
みずほフィナンシャルＧ ₅₀ ― ―

証券、商品先物取引業（4． 0％）
ジャフコ ₄ ₄ ₁₈, ₆₂₀
野村ホールディングス ₃₀ ₁₁₀ ₇₉, ₇₅₀
マネックスＧ ― ₆₀ ₁₇, ₂₂₀
マネースクウェア HD ― ₁₀ ₁₃, ₅₇₀

銘　　　　　柄
期　首 当　期　末
株　数 株　数 評 価 額

千株 千株 千円
その他金融業（1． 0％）

東京センチュリーリース ₆ ― ―
日立キャピタル ₁₅ ― ―
オリックス ₂₇ ₂₁ ₃₃, ₆₄₂
三菱ＵＦＪリース ₃₀ ― ―

不動産業（4． 7％）
アーバネットコーポレーション ₁. ₅ ― ―
サムティ ― ₁₀ ₉, ₉₄₀
プレサンスコーポレーション ₄ ― ―
日本管理センター ₁₂ ― ―
東急不動産ＨＤ ₁₂ ₁₇ ₁₄, ₁₆₁
飯田ＧＨＤ ― ₅ ₈, ₄₂₀
三井不動産 ₁₂ ₉ ₃₀, ₁₂₃
三菱地所 ₉ ₁₂ ₃₃, ₀₆₀
東京建物 ₁₂ ₁₂ ₁₁, ₀₅₂
住友不動産 ₈ ₈ ₃₃, ₄₉₂
レーサム ― ₁₀ ₁₁, ₇₀₀
シノケングループ ₁₀ ― ―
サンフロンティア不動産 ₁₂ ― ―

サービス業（5． 5％）
ミクシィ ₄. ₅ ― ―
インタースペース ₆. ₈ ― ―
日本Ｍ＆Ａセンター ― ₄. ₅ ₁₇, ₀₃₂
カカクコム ₆ ― ―
エムスリー ₈ ₈ ₂₀, ₆₈₀
ワールドホールディングス ₁₀ ― ―
ディー・エヌ・エー ― ₁₀ ₁₃, ₉₉₀
WDB ホールディングス ₇ ― ―
D.A.コンソーシアム ― ₄₅ ₂₁, ₃₇₅
セプテーニ HLDGS ₁₂. ₅ ― ―
ケネディクス ₃₀ ₃₀ ₁₆, ₉₅₀
オリエンタルランド ₁ ― ―
サイバーエージェント ₄. ₇ ₄ ₂₂, ₉₂₀
楽天 ― ₂₉ ₅₅, ₅₉₃
クリーク・アンド・リバー社 ₂₀ ― ―
ジャパンマテリアル ₃. ₂ ― ―
ライドオン・エクスプレス ― ₃. ₂ ₉, ₃₈₈
カナモト ₃. ₈ ― ―

千株 千株 千円

合計
株 数、 金 額 ₃, ₅₀₉. ₄ ₂, ₂₆₀. ₈ ₃, ₂₄₀, ₀₁₁

銘柄数＜比率＞ ₁₇₅銘柄 ₁₃₇銘柄 ＜₉₈. ₇％＞

（注 ₁ ） 銘柄欄の（　）内は国内株式の評価総額に対する
各業種の比率。

（注 ₂ ） 合計欄の＜　＞内は、純資産総額に対する評価
額の比率。

（注 ₃ ）評価額の単位未満は切捨て。
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■投資信託財産の構成
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日現在

項 目 当　　　期　　　末
評　価　額 比　　 率

千円 ％
株         式 ₃, ₂₄₀, ₀₁₁  ₉₃. ₅ 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等、 そ の 他 ₂₂₆, ₂₃₄ ₆. ₅ 

投 資 信 託 財 産 総 額 ₃, ₄₆₆, ₂₄₅ ₁₀₀. ₀ 
（注）評価額の単位未満は切捨て。

■資産、負債、元本および基準価額の状況
₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日現在

項 目 当 期 末
（Ａ）資 産 3， 4₆₆， 245， 717円

コ ー ル   ・ ロ ー ン 等 ₁₀₄, ₄₇₅, ₅₀₀  
株 式（評価額） ₃, ₂₄₀, ₀₁₁, ₆₀₀  
未 収 入 金 ₁₁₉, ₀₆₂, ₄₁₇  
未 収 配 当 金 ₂, ₆₉₆, ₂₀₀  

（Ｂ）負 債 1₈2， 32₆， ₆05  
未 払 金 ₉₈, ₈₈₇, ₇₉₆  
未 払 収 益 分 配 金 ₄₃, ₇₈₂, ₀₂₉  
未 払 解 約 金 ₁₁, ₉₇₃, ₇₁₄  
未 払 信 託 報 酬 ₂₇, ₅₉₂, ₃₉₉  
そ の 他 未 払 費 用 ₉₀, ₆₆₇  

（Ｃ）純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 3， 2₈3， ₉1₉， 112  
元 本 ₂, ₉₁₈, ₈₀₁, ₉₆₈  
次 期 繰 越 損 益 金 ₃₆₅, ₁₁₇, ₁₄₄  

（Ｄ）受 益 権 総 口 数 2， ₉1₈， ₈01， ₉₆₈口
1 万口当り基準価額（Ｃ／Ｄ） 11， 251円

＊ 期首における元本額は₃, ₂₄₆, ₈₃₇, ₇₅₇円、当期中における追加設定元本額は
₁₀₈, ₀₆₁, ₇₆₅円、同解約元本額は₄₃₆, ₀₉₇, ₅₅₄円です。

＊当期末の計算口数当りの純資産額は₁₁, ₂₅₁円です。

■損益の状況
当期　自₂₀₁₄年 ₈ 月₂₆日　至₂₀₁₅年 ₂ 月₂₄日

項 目 当 期
（Ａ）配 当 等 収 益 1₉， ₆₉5， 433円

受 取 配 当 金 ₁₉, ₆₇₂, ₇₃₆
受 取 利 息 ₂₂, ₃₉₀
そ の 他 収 益 金 ₃₀₇

（Ｂ）有価証券売買損益 220， 754， ₉₈5
売 買 益 ₅₇₄, ₉₂₉, ₀₃₈
売 買 損 △ ₃₅₄, ₁₇₄, ₀₅₃

（Ｃ）信 託 報 酬 等 △ 27， ₆₈3， 0₆₆
（Ｄ）当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 212， 7₆7， 352
（Ｅ）前期繰越損益金 543， 474， 131
（Ｆ）追加信託差損益金 △ 347， 342， 310

（配 当 等 相 当 額）（ ₅₀₅, ₀₁₂, ₄₆₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₈₅₂, ₃₅₄, ₇₇₇）

（Ｇ）合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 40₈， ₈₉₉， 173
（Ｈ）収 益 分 配 金 △ 43， 7₈2， 02₉

次期繰越損益金（Ｇ＋Ｈ） 3₆5， 117， 144
追 加 信 託 差 損 益 金 △ ₃₄₇, ₃₄₂, ₃₁₀

（配 当 等 相 当 額）（ ₅₀₅, ₀₁₂, ₄₆₇）
（売 買 損 益 相 当 額）（△ ₈₅₂, ₃₅₄, ₇₇₇）
分 配 準 備 積 立 金 ₇₁₂, ₄₅₉, ₄₅₄

（注 ₁ ） 信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表示しておりま
す。

（注 ₂ ） 追加信託差損益金とは、追加信託金と元本との差額をいい、元本を下回る
場合は損失として、上回る場合は利益として処理されます。

（注 ₃ ） 収益分配金の計算過程は「収益分配金の計算過程（総額）」の表を参照。

■収益分配金の計算過程（総額）
項 目 当 期

（ａ）経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 ₁₇, ₄₂₈, ₁₉₀円
（ｂ）経費控除後の有価証券売買等損益 ₁₉₅, ₃₃₉, ₁₆₂
（ｃ）収 益 調 整 金 ₅₀₅, ₀₁₂, ₄₆₇
（ｄ）分 配 準 備 積 立 金 ₅₄₃, ₄₇₄, ₁₃₁
（ｅ）当 期 分 配 対 象 額（ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ） ₁, ₂₆₁, ₂₅₃, ₉₅₀
（ｆ）分 配 金 ₄₃, ₇₈₂, ₀₂₉
（ｇ）翌 期 繰 越 分 配 対 象 額（ｅ－ｆ） ₁, ₂₁₇, ₄₇₁, ₉₂₁
（ｈ）受 益 権 総 口 数 ₂, ₉₁₈, ₈₀₁, ₉₆₈口
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【本資料は、受益者のみなさまにファンドの運用状況をお知らせするためのものであり、投資の勧誘を目的としたものではありません。】

収 益 分 配 金 の お 知 ら せ
1 万 口 当 り 分 配 金 150円

●〈分配金再投資コース〉をご利用の方の税引き分配金は、 ₂ 月₂₄日現在の基準価額（ ₁ 万口当り₁₁, ₂₅₁円）に基づいて自動的に再投資
いたしました。

分配金の課税上の取扱いについて
・分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」があります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。
・分配落ち後の基準価額が個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、残りの額が普通分配金です。
・元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時における個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）

を控除した額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。
・普通分配金については、₂₀. ₃₁₅％（所得税₁₅％、復興特別所得税₀. ₃₁₅％および地方税 ₅ ％）の税率による源泉徴収が行なわれ、申

告不要制度が適用されます。なお、確定申告を行ない、申告分離課税または総合課税（配当控除の適用があります。）を選択するこ
ともできます。

・法人の受益者の場合、税率が異なります。
・税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。くわしくは、販売会社にお問い合わせください。
・課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

　当ファンドは少額投資非課税制度「ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。非課税口座における取扱いについては販売会社にお問い
合わせください。

《お知らせ》
●運用報告書（全体版）の電子交付について

　2014年12月 1 日施行の法改正により、運用報告書は「交付運用報告書」と「運用報告書（全体版）」（本書）の 2 種類になりま
したが、「運用報告書（全体版）」については、交付に代えて電子交付する旨を信託約款に定めました。
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